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伊予市暴力団排除条例 逐条解説 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、暴力団が市民の生活及び社会経済活動に介入し、暴力

及びこれを背景とした資金獲得活動によって市民等に多大な脅威を与えて

いる状況に鑑み、暴力団の排除に関し、基本理念を定め、並びに市及び市

民等の責務を明らかにするとともに、暴力団の排除に関する基本的施策等

を定めることにより、暴力団の排除を推進し、もって市民の安全で平穏な

生活を確保し、及び社会経済活動の健全な発展に寄与することを目的とす

る。 

１ 趣旨 

本条は、本条例の内容を要約するとともに、その目的について定めたものです。 

 

２ 解説 

⑴ 暴力団は、市民生活の場に深く介入し、暴力やこれを背景とした資金獲得活

動によって、市民や事業者に多大な脅威を与えています。 

この条は、市民、事業者及び行政が一体となって、地域社会から暴力団を排

除し、安全で平穏な市民生活の確保や社会経済活動の健全な発展に寄与するこ

となど、この条例の目的について定めています。 

⑵ 「市」とは、市長、市教育委員会など市の執行機関全てをいいます。 
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（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

 ⑴ 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。 

 ⑵ 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

 ⑶ 暴力団員等 暴力団員又は暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と

関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等（法

第２条第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。）を行うおそれがある

もの又は暴力団若しくは暴力団員に対し、資金、武器等の供給を行う等

暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。）を

いう。 

 ⑷ 市民等 市民及び事業者をいう。 

１ 趣旨 

本条は、本条例で使用する用語の定義について定めたものです。 

 

２ 解説 

⑴ 第１号の「暴力団」とは、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定されている

「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常

習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体」をいいます。 

⑵ 第２号の「暴力団員」とは、法第２条第６号の規定のとおり、暴力団の構成

員をいいます。 

⑶ 第４号の「市民等」とは、住民登録の有無に関わらず、市内に居住する者、

市内で事業を行う者及び通勤、通学等の理由で一時的、継続的にかかわらず市

内に滞在する者をいいます。 
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（基本理念） 

第３条 暴力団の排除は、社会全体として、暴力団が市民の生活及び社会経

済活動に不当な影響を与える存在であることを認識した上で、暴力団を恐

れないこと、暴力団に対して資金を提供しないこと及び暴力団を利用しな

いことを基本として推進されなければならない。 

２ 暴力団の排除は、市、市民等、関係機関及び関係団体による相互の連携

及び協力の下に推進されなければならない。 

１ 趣旨 

本条は、伊予市から暴力団の排除を推進する上での基本理念について定めたも

のです。 

 

２ 解説 

  社会全体として、暴力団の非社会性を認識し、暴力団排除活動を一丸となって

推進していく上で、活動の概念となる基本理念について定めています。 

  暴力団を恐れない、暴力団に資金を提供しない、暴力団を利用しない、という

暴力団排除・暴力追放におけるいわゆる「三ない運動」により、伊予市からの暴

力団の排除を推進する上での市、市民等、関係機関及び関係団体の基本的な在り

方を示しています。 

 

 第１項 

⑴ 「暴力団が市民の生活及び社会経済活動に不当な影響を与える存在である」

とは、暴力団による市民への不当な要求行為など、市民の安全で平穏な生活

を脅かしている存在であること、組織的に行使する暴力等を背景とした威力

を利用して資金獲得活動を行っているなど、社会経済の健全な発展に悪影響

を及ぼす存在であることをいいます。 

 ⑵ 「暴力団を恐れない」とは、組織的暴力を行使する暴力団に対してき然と

して立ち向かうことをいいます。 
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⑶ 「暴力団に対して資金を提供しない」とは、暴力団に対する一切の資金提

供を行わないことをいいます。 

⑷ 「暴力団を利用しない」とは、暴力団が保有する組織としての威力、人員、

金銭その他一切のものを利用しないことをいいます。暴力団の威力を利用し

ないことはもちろんのこと、暴力団員を組織的な労働力として利用しないこ

とも該当します。 

 

第２項 

⑴ 「関係機関」とは、国や県、県警察本部、各警察署など、暴力団排除に関

する施策を推進する上で連携が必要となる機関のことをいい、県内行政機関

のほか、「愛媛県行政対象暴力対策連絡協議会」等がこれに当たります。 

⑵ 「関係団体」とは、地域住民や職域による暴力団排除活動を行う団体など、

暴力団排除に関する施策を推進する上で連携が必要となる団体のことをいい、

「愛媛県暴力追放推進センター」等がこれに当たります。 

⑶ 「相互の連携及び協力の下」とは、組織的に活動する暴力団に対して、行

政機関である市をはじめ、関係機関、関係団体、市民等が一丸となり、暴力

団の排除に取り組むべき姿勢をいいます。 
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（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、暴力団の排除に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有

する。 

２ 市は、暴力団の排除に関する施策の実施に当たっては、関係機関及び関

係団体との連携を図るよう努めるものとする。  

１ 趣旨 

本条は、暴力団排除に関する施策の推進や実施に当たっての関係機関等との連

携など市の責務について定めたものです。 

 

２ 解説 

 第１項 

  ⑴ 市が暴力団の排除を推進するためには、基本理念に基づき、より効果的な

施策を総合的に推進する必要があることから、これを市の責務として定めて

います。 

⑵ 「暴力団の排除に関する施策を総合的に策定し、及び実施する」とは、市

の事務・事業からの暴力団排除、暴力団排除のための活動に関する知識の普

及を図るなど、多種多様な施策を行うことをいいます。 

   例えば、市の事務・事業からの暴力団排除については、これまでも推進し

てきた公共事業や市営住宅、指定管理者、広告掲載事業、公有財産の売払い、

物品購入等からの暴力団の排除などをいいます。 

   さらに、多種多様な施策とは、 

   ○ 暴力団による不当な行為への対処方針や対処方法に関する助言や指導 

   ○ 暴力団の排除活動に係る各種行事への協力や後援 

   ○ 暴力団の排除活動に関する知識の普及及び思想の高揚を図るための広

報啓発 

  などをいいます。 
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第２項 

⑴ 市が暴力団排除を効果的に推進していく上で、関係機関等との連携が必要

であることから、関係機関等との連携について定めています。 

⑵ 「関係機関及び関係団体との連携」とは、市が暴力団排除の施策を推進し

ていく中で、暴力団に関する様々な情報を入手することが考えられます。 

   こうした情報を関係機関等で共有することにより、警察による取締りや県

が行う暴力団排除のための施策に反映させ、警察等の関係機関や関係団体と

連携して効果的に暴力団排除を推進することをいいます。 

   このほか、これまで以上に関係機関、関係団体との情報交換の実施、関係

機関等が実施する各種行事の支援等、緊密な連携を図っていくことも重要で

す。 
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（市民等の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、暴力団の排除のための活動に自主的

に、かつ、相互の連携協力を図りながら取り組むよう努めるとともに、市

が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、その行う事業（事業の準備を含む。以

下同じ。）により暴力団を利することとならないようにするとともに、市が

実施する暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。 

３ 市民等は、暴力団の排除に資すると認められる情報を取得したときは、

市又は警察その他の関係機関に対し、当該情報を提供するよう努めるもの

とする。 

１ 趣旨 

本条は、暴力団排除を推進していく上で、市民の取り組み方、事業者の事業活

動のあり方及び市が実施する施策への協力や情報提供など市民等の責務について

定めたものです。 

 

２ 解説 

 第１項 

  ⑴ 暴力団の排除を推進するためには、警察による取締りや行政機関の努力の

みでは不十分であり、市民が自主的に活動に取り組むこと、市民相互の連携

協力を図り活動に取り組む及び市が実施する暴力団排除に関する施策に協力

するよう努めることについて定めています。 

⑵ 「相互の連携協力を図り」とは、市民が一丸となり、暴力団を排除するた

めの活動に取り組むべき姿勢をいいます。 

⑶ 「市が実施する暴力団の排除に関する施策」とは、第４条の解説のとおり

です。 

⑷ 「協力する」とは、例えば、市が実施する暴力団排除を目的とした集会な

どに参加することなどをいいます。 
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第２項 

⑴ 事業者が事業を営むに当たって、当該事業から暴力団排除を推進していく

ことは事業者の社会的責任であり、事業の健全性、適切性及び安定性を確保

することにもつながります。 

   しかし、暴力団の活動実態の不透明化、資金獲得活動の巧妙化によって、

潜在化した暴力団が銀行融資取引、証券取引又は不動産の賃貸契約・売買取

引を人知れず行うなど、事業者に暴力団を利するという認識がないまま取引

が行われ、このことが暴力団排除を阻害する要因にもなっています。 

   したがって、事業活動が暴力団を利することとならないよう、事業者の責

務について定めています。 

⑵ 「事業（事業の準備を含む。以下同じ）」とは、一定の目的をもって反復継

続的に行われる行為をいい、その準備も含まれます。 

   なお、営利の要素は必要としません。 

⑶ 「事業の準備」とは、事業を開始するに当たり、種々の調査活動、事業開

始の宣伝活動、事業開始に当たって採用する従業員との雇用契約など、事業

開始のための準備活動をいいます。 

⑷ 「その行う事業により暴力団を利すること」とは、事業者が暴力団にとっ

て少しでも有益な行為を行うことにより、暴力団の勢力の維持・拡大に資す

ることをいい、そのような認識がなくて行う行為も含みます。 

   具体的には、 

   ○ 暴力団員を雇用・使用すること。 

   ○ 暴力団員との下請契約や資材等の購入契約を締結すること 

など、直接的に暴力団に利益を与える行為のみならず、 

○ 暴力団員が経営に参画している企業を取引相手に紹介すること 

など、間接的に暴力団員に利益を与えるような行為も含みます。 

⑸ 「協力するものとする」とは、第１項で規定する市民の責務と同様のこ

とをいいますが、事業者の社会的責任の重さから、市民の責務よりも責務
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の程度を高く定めています。 

 

第３項 

⑴ 暴力団排除を推進していくためには、関係者が情報を共有することが重要

であり、市民等は日常生活において暴力団に関する情報を知った時は、ささ

いなことでも見て見ぬふりをせず、市又は警察その他関係機関に対し、当該

情報を提供するよう努めることについて定めています。 

⑵ 「暴力団の排除に資すると認められる情報」とは、暴力団による犯罪情報

だけでなく、 

   ○ 暴力団による不当な金銭の要求等、暴力団の活動実態に関する情報 

   ○ 暴力団事務所の所在地等、暴力団の組織実態に関する情報 

  など、暴力団の排除に資すると認められる情報をいいます。 

   具体的には、 

   ○ 暴力団Ａ組が、Ｂ飲食店からみかじめ料を徴収している。 

   ○ Ｃ社が営業活動の謝礼と称して、暴力団Ｄ組に金銭を供与しているら

しい。 

   ○ Ｅ建設会社は、暴力団Ｆ組に関係ある業者を下請けにしている。 

   ○ Ｇマンション２階１号室は、暴力団の組員と思われる者が頻繁に出入

りしている。 

  などが挙げられます。 
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 （市の事務及び事業における措置） 

第６条 市は、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利するこ

ととならないよう、暴力団員等を市が実施する入札に参加させない等の必

要な措置を講ずるものとする。 

１ 趣旨 

本条は、市が実施する事務・事業が暴力団を利することにならないよう、市の

行うべき措置について定めたものです。 

 

２ 解説 

 ⑴ 市が実施する事務・事業が暴力団を利することにつながることは決して許さ

れず、市の事務・事業全般から暴力団を排除するため、市が必要な措置を講じ

ることについて定めています。 

 ⑵ 「公共工事その他の市の事務又は事業」とは、市が発注する公共工事、生活

保護費の給付等、市が実施する事務・事業の全てをいいます。 

 ⑶ 「市の事務又は事業により暴力団を利する」とは、市の事務・事業を通じ暴

力団にとって少しでも有益な行為を行うことにより、その勢力の維持・拡大に

資することをいい、そのような認識がなく行う行為も含みます。 

 ⑷ 「必要な措置」とは、市の事務・事業の相手方が暴力団又は暴力団員と密接

な関係を有する事業者でないことの確認、暴力団や暴力団員、暴力団関係業者

であった場合の指名停止措置及び契約の相手が暴力団や暴力団員、暴力団関係

業者であった場合の解除権を誓約書に記載するなど、市の事務・事業が暴力団

を利することにならないために行う措置をいいます。 

   なお、「暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者」とは、暴力団員個

人や暴力団組織とつながりのある個人又は団体をいいます。 

   具体的には、 

   ○ 暴力団員が事実上経営に参加して事業活動をしている事業者 

   ○ 暴力団員の親族等が代表取締役となっているが、実質的には暴力団員が
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経営、支配して事業活動をしている事業者 

   ○ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している事業者 

   ○ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料

の購入契約などを締結している事業者 

   ○ 暴力団（員）に経営上の利益や便宜を供与している事業者 

   ○ 暴力団（員）と会食し交友を深めること及び暴力団が主催するゴルフコ

ンペに出席するなど、暴力団（員）と交際をしている事業者 

  などが挙げられます。 

 ⑸ そのほか、これまで市の事務・事業から暴力団を排除する目的で、様々な合

意を警察と交わしていますが、それらの合意内容を遵守していくことも重要で

す。 

なお、これまで市と伊予警察署との間で交わしている合意書は次のとおりで

す。 

○ 指定管理者からの暴力団排除に関する合意書（平成１８年６月・総務課） 

   ○ 広告掲載事業からの暴力団排除に関する合意書 

（平成１８年８月・総務課） 

   ○ 市営住宅からの暴力団員の排除に関する合意書 

（平成２０年２月・総務課） 

   ○ 公有財産等の売払いに係る暴力団排除に関する合意書 

（平成２３年３月・総務課） 

   ○ 物品購入等に係る暴力団排除に関する合意書（平成２３年３月・総務課） 
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（市民等に対する支援） 

第７条 市は、市民等が暴力団の排除のための活動に自主的に、かつ、相互

の連携協力を図って取り組むことができるよう、市民等に対し、情報の提

供、助言その他の必要な支援を行うものとする。 

２ 市は、市民等が暴力団の排除の重要性についての理解を深めるとともに、

暴力団の排除のための活動に自主的に、かつ、相互の連携協力を図って取

り組むことができるよう、暴力団の排除の気運を醸成する集会を開催する

等、広報及び啓発を行うものとする。 

３ 市は、市民等が安心して暴力団の排除のための活動に取り組むことがで

きるよう、警察と緊密に連携し、その安全の確保に配慮するものとする。 

１ 趣旨 

本条は、市民等が暴力団排除のための活動を実施する場合などにおいて、市が

市民等に対して行う支援及び市民等が暴力団排除の重要性について理解を深め、

意識の高揚を図るために市が行う活動、市民等の安全確保について定めたもので

す。 

 

２ 解説 

 第１項 

  ⑴ 市民等が暴力団排除の活動を実施するに当たり、独自の情報のみでは実効

性のあるものと成り難いため、市は、市が保有している暴力団に関する情報

の提供や助言を行うことについて定めています。 

  ⑵ 「情報の提供」とは、暴力団の活動実態や暴力団の犯罪情勢等暴力団排除

のための活動に資する情報提供をいいます。 

    市民等に対して提供する情報については、県や警察などから提供される情

報や市が市民から得るなどして入手した情報などがその対象となります。 

    ただし、暴力団、暴力団員に関する個人情報は含みません。 

  ⑶ 「必要な支援」とは、市民等が推進する暴力団排除活動に資する支援全般
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を指します。 

    具体的には、 

○ 暴力団員による不当な行為への対処方針や対処方法に関する助言や指

導 

○ 業種や地域の別に応じた組織的な活動を行うことについての助言や指

導 

    ○ 暴力団の排除活動行事に関する協力や後援 

    ○ 暴力団の排除活動に関する知識の普及及び思想の高揚を図るための広

報啓発 

    ○ 地域及び職域における暴力団の排除のための活動をしている団体等に

対する公共施設の貸出し 

   などの支援をいいます。 

 

 第２項 

  ⑴ 暴力団排除活動は、市民等が相互の連携、協力を図りつつ自主的に取り組

むことが最も重要であり、その重要性について理解を深めるため、市の広報

等を活用して啓発を行うことについて定めています。 

  ⑵ 「広報及び啓発」とは、暴力団員による不当な行為の防止に関する知識の

普及や暴力団排除の気運の高揚等に資する活動をいいます。 

    具体的には、ポスター・チラシ等の配布、懸垂幕の掲示、広報紙の活用等

が考えられます。 

 

 第３項 

  ⑴ 暴力団の排除のための活動を行う者は、暴力団の組織力を背景とした暴力

等により危険にさらされるおそれがあります。そこで、市民等が安心して暴

力団の排除活動等に取り組むことができるよう、警察と連携して市民等の安

全確保に配慮することについて定めています。 

 ⑵ 「安全の確保に配慮する」とは、暴力団から危害を加えられるおそれがあ
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る者に対して、警察への保護措置要請、緊急避難場所の提供などをいいます。 
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（公共施設の使用の不許可等） 

第８条 市長（水道事業管理者の職務を行う市長を含む。）、教育委員会又は

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者は、公共施設（市が設置し、又は管理する施設（附属施設を含

む。）をいう。）が暴力団の活動に利用されると認めるときは、当該公共施

設の使用の許可について定める他の条例等の規定にかかわらず、当該条例

等の規定に基づく使用の許可をせず、又は当該使用の許可を取り消すこと

ができる。 

１ 趣旨 

本条は、暴力団活動に公共施設を利用させないことについて定めたものです。 

 

２ 解説 

 ⑴ 公共施設が、暴力団活動に利用されると認めるとき、その使用の禁止及び使

用の許可の取消しについて定めています。 

 ⑵ 「公共施設」とは、市が設置し、又は管理する施設（附属施設を含む。）であ

り、かつ、暴力団の活動に利用されるおそれのある施設のうち、会議や集会、

イベント行事等を行うことのできる施設であって、使用に際して事前に申請が

必要な施設をいいます。 

 ⑶ 「暴力団の活動に利用されると認めるとき」とは、暴力団の活動に利用され

ると認められる場合のことをいいます。 

   具体的には、 

   ○ 暴力団組長の襲名披露パーティー 

   ○ 暴力団幹部等の出所祝い 

   ○ 暴力団主催による歌謡ショー、格闘技等のイベント 

   ○ 暴力団員等によるソフトボール大会等の行事 

   ○ 暴力団主催による暴力団対策法対策、資金源獲得その他公序良俗に反す

る会議 
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  などが挙げられます。 

   なお、暴力団員であっても、個人的な使用や家族による使用の場合など、例

えば、 

   ○ 暴力団本人又はその親族の密葬、家族葬 

   ○ 家族でスポーツ施設、文化施設を利用する場合 

  などは、暴力団組織の活動に利用される場合には当たらないものと考えられま

す。 
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（利益の供与の禁止） 

第９条 市民等は、暴力団の威力を利用し、又は暴力団の活動若しくは運営

に協力する目的で、暴力団員等又は暴力団員等が指定した者に対して金品

その他の財産上の利益の供与をしてはならない。 

１ 趣旨 

本条は、市民等が暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して金品や財産上の

利益の供与を禁止することについて定めたものです。 

 

２ 解説 

 ⑴ 暴力団が組織を維持するためには資金が必要であり、暴力団の排除を推進し

ていく上で、資金源となる金品や財産上の利益の供与を禁止することについて

定めています。 

 ⑵ 「暴力団の威力」とは、暴力を背景とした暴力団の組織的で悪質、執ような

行為が、他を圧倒して服従させる強い力になっていることをいいます。 

 ⑶ 「利用し」とは、自己に有利になるよう暴力団の威力を活用することで、暴

力団が相手方に暴力行為を働くことではなく、相手方に自分と暴力団とはつな

がりがあることを直接又は間接的に認識させることをいいます。 

   例えば、「自分には暴力団が付いている」などと言ってトラブルの処理を有利

に進めようとすることなどをいいます。 

 ⑷ 「暴力団の活動」とは、暴力団が組織を維持していくために行う資金獲得活

動のことで、違法、合法を問わず、例えば、暴力団が運営資金の獲得を目的に

行う薬物の密売、暴力団員による役務の提供等が挙げられます。 

 ⑸ 「暴力団の運営」とは、暴力団組織の円滑な運営に、結果として役立つこと

で、例えば、暴力団事務所の建築や修繕等に利用されることを認識して資金を

提供することなどが挙げられます。 

 ⑹ 「暴力団員等が指定した者」とは、暴力団員等が市民等に対して利益の供与

を行う相手先として指定した者及び団体をいいます。 
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   なお、暴力団員等から利益の供与先として指定された者及び団体が、利益の

供与に関する事情を知っているかどうかは問いません。 

 ⑺ 「財産上の利益の供与」とは、金銭や物品のほか、有価証券、債務の免除、

金銭・物品の貸与、役務の提供等であって、これを受ける者にとって財産的な

利得がある一切のものをいいます。 
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（祭礼等からの暴力団の排除） 

第１０条 市は、市が主催し、又は共催する行事から暴力団を排除するため

に、必要な措置を講じなければならない。 

２ 市は、市内において開催される祭礼、花火大会、興行その他の公共の場

所に多数人が特定の目的のために一時的に集合するような行事の主催者又

はその運営に携わる者に対し、暴力団を排除するための措置に関する必要

な指導又は支援を行うものとする。 

１ 趣旨 

本条は、祭礼等から暴力団を排除するために行う市の措置などについて定めた

ものです。 

 

２ 解説 

 第１項 

  ⑴ 市が主催又は共催する行事から暴力団を排除するための措置等について定

めています。 

  ⑵ 「必要な措置」とは、行事の参加者が暴力団又は暴力団員と密接な関係を

有する者でないことの確認やその者の行事への参加をさせない措置などをい

います。 

 

 第２項 

  ⑴ 市内において開催される祭礼等の行事の主催者や運営に携わる者に対して、

暴力団排除のために市が行う指導や支援について定めています。 

 ⑵ 「必要な指導又は支援」とは、暴力団を排除するための措置に関する指導・

支援をいいます。 

    主催者等に対する必要な指導又は支援として、具体的には、 

    ○ 暴力団を祭りでみこしのかき夫として参加させる行為 

    ○ 祭礼のポスター、カレンダーの販売に暴力団を関与させる行為 
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    ○ イベント等における暴力団によるチケットの販売行為 

   などが禁止されていることの指導や、 

    ○ 暴力団排除に関する相談への対応と警察への引継ぎ 

    ○ 暴力団排除に係る警察との緊密な連携保持の助言 

   などが挙げられます。 
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（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

１ 趣旨 

本条は、この条例に規定されている事項のほか、施行に必要な事項がある場合

は、市長が定めることについて定義したものです。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

１ 趣旨 

この条例の施行日を定めたものです。 

平成２３年第６回（９月）市議会定例会において、平成２３年９月２８日に議

決され、同日に公布・施行しています。 

 


